
はじめに

本稿の目的は, 全国の中小自動車部品サプ

ライヤーを対象としたアンケート調査結果の

個票を再集計し, 中小自動車部品サプライヤ

ーの特徴を主要自動車メーカー別に明らかに

することである｡

これまで地域別および階層別に関する調査

報告を公表してきたが, ここではトヨタや日

産, ホンダといった完成車メーカーとの取引

関係から性格づけられた中小部品サプライヤ

ーの特徴をみていく１)｡ すなわち, 中小部品

サプライヤーの製品が最終的に納入される主

要な自動車メーカー第１位について, トヨタ,

日産, ホンダと回答したサプライヤー群を特

定・再集計した結果の報告である｡ なお, 本

アンケートでは, 日本自動車部品工業会に加

盟するような大手１次サプライヤーは対象外

としている｡

以下では便宜上, 最終的にもっとも多く部

品が納入される先をトヨタと回答した中小サ

プライヤー群を ｢トヨタ系｣ と称するが, ト

ヨタと系列関係にあるわけではないし, また,

トヨタ以外の日産やホンダ, マツダなどその

他の自動車メーカーに製品が搭載されないわ

けではない｡ 全国の回答企業約���社を最終
納入先ごとに特定した結果, トヨタ系が���
社, 日産系が���社, ホンダ系が���社となっ
た２)｡ これらの中小サプライヤーの諸特徴を
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おわりに

トヨタ・日産・ホンダ系サプライヤーシステムにおける
中小自動車部品メーカーの特徴

全国約900社アンケート調査から

遠山 恭司, 清 �一郎, 菊池 航,
自動車サプライヤーシステム研究会

１) 遠山・清・自動車サプライヤーシステム研究
会 (����), 遠山・清・菊池・自動車サプライ
ヤーシステム研究会 (����) を参照のこと｡ ア
ンケート調査は����年��月に実施し, 約���社
から有効回答を得た (回収率����％)｡ 網羅的
な結果概要については, 自動車産業グローバル
・サプライヤーシステムの変化に関する研究会

研究ノート

(�������) を参照のこと｡ 大手部品サプライ
ヤーについては, 北原 (����), 清 (����), 自
動車メーカーからみた１次サプライヤー取引に
ついては山崎 (����) を参照されたい｡
２) この主要自動車メーカー３社で全体の６割弱
を占めている｡ 他方, 三菱自動車系は��, マツ
ダ系は��, いすゞ系は��, スズキ系は��, ダイ
ハツ系は��, 富士重工系は��, 日野系は��, 三
菱ふそう系は��, ��トラックス系６, その他��, 回答なし��などとなっている｡



明らかにするとともに, 必要に応じて各メー

カー系別に２次・３次層という下層構造にま

で踏み込んだ定量的な特徴にも言及したい｡

地域限定的に下層構造を含むサプライヤーシ

ステムの全体像を明らかにした研究として,

藤本・清・武石 (����) があげられるが, 本
稿は地域に限定されない中小サプライヤーシ

ステムの一端を明らかにしようとしたもので

ある｡

１. 階層別平均像

まず, 自動車メーカー系別に, 中小部品サ

プライヤーを階層別の平均値でみてみよう

(表１)｡

本アンケート調査の１次サプライヤーは特

殊な小規模サプライヤーが多数なので, 言及

から外しておこう｡ トヨタ系は, ２次から３

次, ３次から４次その他へいくにつれ, 従業

員規模と売上高の規模において階層性がきれ

いに出ている｡ 売上高と従業員数でいえば,

２次サプライヤーが��億円で��人, ３次サプ
ライヤーが７億円で��人, ４次その他のサプ
ライヤーが５億円で��人といった規模感であ
る｡ ���比率は階層間に差はほとんどない
が, エンジニアの従業員に占める割合にはは

っきりと規模と相関した雇用比率がみられる｡

本アンケートに回答したトヨタ系の中小部品

サプライヤーの規模は, 日産系とホンダ系に

比べるとやや大きい結果となっている｡

日産系でも階層性についてはトヨタ系と同

様だが, ���比率については, 階層に反し
て下位の階層から順に高い数値となっている｡

また, ２次～４次以下のいずれの���比率
の数値もトヨタ系のそれを上回っている点は

興味深い｡ ホンダ系は３次サプライヤーの従

業者規模が２次より少し多いながら, 売上高

が極端に小さい数値になっているが, これは

回答企業の未回答項目 (売上高) による異常

値である｡ またホンダ系でも日産系と同様に,

���比率が階層性に反しており, トヨタ系
を上回る数値となっている｡ ただし, トヨタ

系の２次・３次サプライヤーのエンジニア平

均数は日産系・ホンダ系よりも多い結果とな

っており, 総合的な技術力や開発力といった

点で, これらのデータから３つのサプライヤ

ー群の評価を下すほどのものではないといえ

る｡

本稿では, メーカー別の地域別の特徴には

踏み込まないが, 回答企業の地域分布につい

ては明らかにしておこう (表２)｡ トヨタ系���社では予想通り, 中京地区に���社 (����
％) が集中しており, 静岡を含めると過半を

超え, 次いで北海道・東北が��社 (����％)
で多い｡ 日産系���社ではやはり関東地区に��社 (����％) が集中しており, 北海道・東
北が��社 (����％), 中国地区以西が��社
(����％) と組立拠点の付近が続いている｡
ホンダ系���社はこれらに比べると全国的に
分散傾向にあり, 関東��社 (����％) を筆頭
とするも, 中京, 北海道・東北, 静岡, 上信

越・北陸にもそれぞれ��～��％相当が広く分
布している｡

２. 販売と収益性

本節では, 各自動車メーカー系中小サプラ

イヤーの販売と収益性を分析したい｡ まず,

直近の売上高を検討する (図１)｡ 売上高が��億円未満と回答するサプライヤーは, トヨ
タ系が約��％, 日産系が約��％, ホンダ系が
約��％であった｡ 売上高の平均値を算出する
と, トヨタ系は�����百万円, 日産系は���百
万円, ホンダ系は���百万円であり, 売上高
の中央値を算出すると, トヨタ系は���百万
円, 日産系は���百万円, ホンダ系は���百万
円である｡ 日産系のサプライヤーは売上高が

小さく, 相対的に小規模なサプライヤーが多

いと考えられる｡

売上高に占める自動車部品事業の比率をみ
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トヨタ・日産・ホンダ系サプライヤーシステムにおける中小自動車部品メーカーの特徴 ���
表１ 階層別平均像

トヨタ系

１次サプライヤー ２次サプライヤー ３次サプライヤー ４次その他

回答企業数 �� ��� �� ��
売上高 (百万円) ��� ����� ��� ���
自動車関連売上比率 (％) ���� ���� ���� ����
販売先数 ���� ���� ���� �������比率 (％) ��� ��� ��� ���
従業員数 (人) ���� ���� ���� ����
うちエンジニア数 ��� ��� ��� ���
外注比率 (％) ���� ���� ���� ����
主力製品 (月産個数) ������� ������ ������ ������

日産系

１次サプライヤー ２次サプライヤー ３次サプライヤー ４次その他

回答企業数 � �� �� ��
売上高 (百万円) ��� ����� ��� ���
自動車関連売上比率 (％) ���� ���� ���� ����
販売先数 ��� ���� ���� �������比率 (％) ��� ��� ��� ���
従業員数 (人) ���� ���� ���� ����
うちエンジニア数 ���� ��� ��� ���
外注比率 (％) ���� ���� ���� ����
主力製品 (月産個数) ������� ��������� ������� �������

ホンダ系

１次サプライヤー ２次サプライヤー ３次サプライヤー ４次その他

回答企業数 �� �� �� �
売上高 (百万円) ����� ��� ��� ���
自動車関連売上比率 (％) ���� ���� ���� ����
販売先数 ���� ���� ���� �������比率 (％) ��� ��� ��� ���
従業員数 (人) ���� ���� ���� ����
うちエンジニア数 ��� ��� ��� ���
外注比率 (％) ���� ���� ���� ����
主力製品 (月産個数) ������� ��������� ������� ���������
(資料) 自動車サプライヤーシステムに関するアンケート調査 (����)・元データより作成



ると, 各メーカー系サプライヤーとも高い水

準にある (図２)｡ ��％以上が自動車部品事
業であると回答した比率は, トヨタ系��％,
日産系��％, ホンダ系��％であり, 僅差では
あるもののトヨタ系が最も高く, 日産系がや

や低い｡ 自動車部品事業は��％未満と回答し
た比率は, トヨタ系９％, 日産系��％, ホン
ダ系��％であり, 一割程度であった｡ トヨタ

系の中小サプライヤーは, 相対的に, 自動車

部品事業に特化する傾向にあるといえよう｡

非自動車関連先を含む販売先企業総数が９

社以下と回答した比率は, トヨタ系��％, 日
産系��％, ホンダ系��％であり, トヨタ系と
ホンダ系では約半数を占めた (図３)｡ 一方,

日産系は, ９社以下の回答率がやや低く, 最

も多かった回答は��～��社であった｡ 日産系
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図１ 直近の売上高 (2011年度もしくは2012年度)

表２ トヨタ・日産・ホンダ系回答企業の分布状況

トヨタ系 日産系 ホンダ系

回答総数 ��� ��� ���
北海道・東北 �� ����％ �� ����％ �� ����％
関東 �� ���％ �� ����％ �� ����％
上信越・北陸 �� ���％ � ���％ �� ����％
静岡 �� ���％ �� ����％ �� ����％
中京 ��� ����％ � ���％ �� ����％
関西 �� ���％ � ���％ � ���％
中国・四国・九州 �� ���％ �� ����％ � ���％
(資料) 表１に同じ｡



トヨタ・日産・ホンダ系サプライヤーシステムにおける中小自動車部品メーカーの特徴 ���

図２ 売上高に占める自動車部品事業の比率 (2011年度もしくは2012年度)

図３ 販売先企業総数 (非自動車関連先を含む)



は, 自動車部品事業比率が相対的に低かった

が, 非自動車関連の販売先が多いのかもしれ

ない｡

主要製品の主力販売先への売上依存度は,

各メーカー系中小サプライヤーにおいて多様

な依存度がある程度に分布しているが, ��％
未満と回答した企業がやや多かった (図４)｡��％未満と回答した比率はトヨタ系��％, 日
産系��％, ホンダ系��％, ��％以上と回答し
た比率はトヨタ系��％, 日産系９％, ホンダ
系��％であり, 日産系の中小サプライヤーは,
相対的に, 主力販売先への依存度が低い傾向

にあるといえよう｡

次に, 各自動車メーカー系サプライヤーの

収益性を検討しよう｡ トヨタ系は, 営業利益

率５％以上が��％, ０～５％未満が��％, 赤
字が��％, 日産系は, 営業利益率５％以上が��％, ０～５％未満が��％, 赤字が��％, ホ
ンダ系は, 営業利益率５％以上が��％, ０～
５％未満が��％, 赤字が��％であった (図５)｡

トヨタ系とホンダ系に比べ, 日産系は赤字企

業が多かった｡ 続いて図６から, 各メーカー

系サプライヤーの収益性を階層別に検討する｡

トヨタ系, 日産系, ホンダ系のサプライヤー

において, 営業利益率５％以上を記録したサ

プライヤーが多い階層は, １次サプライヤー

ではなく, ２次サプライヤーであった｡ 一方,

営業利益率でマイナスが占める割合は, トヨ

タ系が, １次サプライヤー��％, ２次サプラ
イヤー��％, ３次サプライヤー��％であり,
日産系が, １次サプライヤー��％, ２次サプ
ライヤー��％, ３次サプライヤー��％で, ホ
ンダ系が, １次サプライヤー��％, ２次サプ
ライヤー��％, ３次サプライヤー��％であっ
た｡ トヨタ系は, ２次サプライヤーが安定し

た収益性を示しているが, 日産系とホンダ系

は, 下層に赤字企業が多いことを確認できる｡

さらに, 収益性の高い企業が多かった２次

サプライヤーについて, 主力販売先への売上

依存度の観点から検討してみよう (図７)｡
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図４ 主力販売先への売上依存度



トヨタ・日産・ホンダ系サプライヤーシステムにおける中小自動車部品メーカーの特徴 ���

図５ 売上高営業利益率

図６ 売上高営業利益率 (階層別)



特定の販売先への依存度が高いほど, 収益性

が低くなるとも考えられるが, 実態としてそ

ういった傾向を確認することはできない｡ む

しろ, 日産系やホンダ系においては, 営業利

益率でマイナスを記録するサプライヤーにお

いて, 主力販売先への依存度が低いサプライ

ヤーを多数確認できた３)｡

３. 開発と生産

本節は, 各自動車メーカー系中小サプライ

ヤーの開発と生産を分析したい｡ まず, 主要

製品の設計について検討する｡ アンケート調

査において, 設計は, ①自社独自設計, ②納

入先が基本設計をして自社で詳細設計を分担

している, ③納入先による設計, という選択

肢から回答を得ている｡ ①から③へと選択肢

が進むほど, サプライヤーの製品開発への関

与は小さくなる｡ 分析に先立ち, 主要製品の

バリエーション数を説明しておきたい｡ 金型

や検査機等のようにバリエーション数が１個

のものから, オイルシールのようにバリエー

ション数が�����個を超えるものまで含まれ
ている｡ 主要製品のバリエーション数の平均

値を算出すると, トヨタ系は���個, 日産系
は��個, ホンダ系は���個であり, 主要製品
のバリエーション数の中央値を算出すると,

トヨタ系は��個, 日産系は��個, ホンダ系は��個であった｡
設計のあり方をみると, 主要製品において

自社独自設計を行っているサプライヤーは��
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図７ ２次サプライヤーの売上高営業利益率 (依存度別)

３) サプライヤーの経営成果に関しては, 特定の
顧客との濃密な情報共有や取引特殊的な資産へ
の投資という顧客関係の深さを強調する研究と,
構成部品の共通化等に基づく幅広い顧客への供
給という顧客関係の広さを強調する研究があり,
この両立をいかに実現するかという論点も研究
されてきた｡ 本稿において高い経営成果を実現
した中小サプライヤーの経営活動を詳細に分析
する準備はないが, 今後の研究を展望した成果
として伊藤 (����) を参照されたい｡



％に達しない (図８)｡ 自社独自設計と納入

先基本設計を含めても, ��％未満である｡ 主
要メーカーにおいては, 相対的に, トヨタ系

サプライヤーにおいて設計への関与が小さく,

ホンダ系サプライヤーにおいて設計への関与

が大きい｡ それでは, どの階層のサプライヤ

ーが設計を担当しているのか, 階層別にみて

みよう (図９)｡ 自社独自設計を行うサプラ

イヤーに着目すると, トヨタ系と日産系は１

次サプライヤー, ホンダ系は３次サプライヤ

ーの比率が高かった｡ トヨタ系の１次サプラ

イヤーには納入先基本設計で自社詳細設計が

多く, 日産系の１次サプライヤーには自社独

自設計が多い傾向にあった｡ トヨタ系・日産

系は下層にいくにつれて設計への関与が小さ

くなっているが, ホンダ系は下層においても

設計に関与していることが注目される｡

各メーカー系中小サプライヤーの売上高に

占める研究開発費 (���) 比率は, ほぼ半
数において０％であり, 研究開発を行ってい

ない企業が多い (図10)｡ 主要メーカーにお

いては, トヨタ系のサプライヤーの研究開発

比率が低い｡ 一方, 研究開発費比率５％以上

の企業が比較的多かったのは, 日産系サプラ

イヤーであった｡

次に, 各自動車メーカー系サプライヤーの

生産について検討したい｡ 図11は, サプライ

ヤーの設立時期と自動車部品事業開始年を示

したものである｡ 各メーカー系中小サプライ

ヤーにおいて, 最も多い設立時期は����～��
年代であった｡ 最も多い自動車部品事業開始

時期は, トヨタ系が����～��年代であり, 日
産系とホンダ系が����～��年代であった｡ 後
発メーカーであるホンダへ主に供給するサプ

ライヤーは, 先発メーカーであるトヨタと日

産へ供給するサプライヤーと比べて, 自動車

部品事業を開始してからの年数が浅い傾向に

あった｡

従業員の規模は, 各メーカー系中小サプラ

イヤーにおいて, ��人以下が６割を占めてい

トヨタ・日産・ホンダ系サプライヤーシステムにおける中小自動車部品メーカーの特徴 ���

図８ 主要製品の設計分担
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図９ 主要製品の設計分担 (階層別)

図10 研究開発費比率 (対売上高)
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図11 設立年と自動車部品事業の開始年

図12 従業員数



る (図12)｡ メーカー別にみれば, 日産系に

おいて小規模なサプライヤーが多い傾向であ

った｡ 図13から, 各メーカー系サプライヤー

の規模を階層別に検討しよう｡ どの階層にお

いても様々な規模がある程度に分布しており,

階層の下層にいくほど企業規模が小さくなる

という相関は, 明確には観察することができ

ない｡ 例えば, 相対的に規模が小さかった日

産系サプライヤーにおいて, ��人以下が最も
少ないのは２次サプライヤーであり, ���人
以上のサプライヤーが最も多いのは３次サプ

ライヤーであった｡

図14は, 主力製品の月生産量を示したもの

である｡ 便宜上, 月生産量���個未満を非量
産, ������個以上を量産品とすると, 各メー
カーにおいて, 非量産品を主力製品としてい

るサプライヤーは��％強, 量産品を主力製品
としているサプライヤーは��％程度であった｡
月産生産量の平均値を算出すると, トヨタ系

は���������個, 日産系は���������個, ホン
ダ系は�������個であり, 月生産量の中央値
を算出すると, トヨタ系は�������個, 日産
系は������個, ホンダ系は������個である｡
大きな差ではないものの, 非量産品を主力製

品としているサプライヤーはホンダ系に多く,

量産品を主力製品としているサプライヤーは

トヨタ系に多いことが指摘できる｡

ここで, 主要３社の２次サプライヤーだけ

を取り出して, 取引関係をみておきたい｡ ２

次サプライヤーの取引先は１次サプライヤー

であり, 通常, 何社の１次サプライヤーと取

引関係にあるか, 主要取引先１次サプライヤ

ーへの依存度はどうか, といった垂直的観点

の考察が行われる｡ ここでは, ２次サプライ

ヤーが１次サプライヤーの取引先数別に, ２

次サプライヤーとも取引関係にあるかを主要

３社間で垂直的・水平的に定量的に比較を行

った (図15, 図16, 図17)｡
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図13 従業員数 (階層別)



その結果, 主要３社の２次サプライヤーの

過半が, １次サプライヤーと取引しつつも,

２次サプライヤーとも取引関係にあることが

看取できる｡ そうした２次サプライヤー間の

取引数は, １～４社という場合がもっとも多

数を占める｡ １次サプライヤーの納入先が５

社以上という２次サプライヤーの２割以上が,

２次サプライヤー��社以上とも取引している｡
そのような１次・２次同時多角的取引の２次

サプライヤー比率は, トヨタ系が日産・ホン

トヨタ・日産・ホンダ系サプライヤーシステムにおける中小自動車部品メーカーの特徴 ���

図14 主力製品の月生産量

図15 トヨタ系２次サプライヤーの１次・２次取引



ダ系を��％以上上回っていた｡
１次サプライヤーとの取引先数のいかんに

関わらず, ２次サプライヤーとは取引関係に

ない２次サプライヤーも一定程度存在する｡

トヨタ系とホンダ系の２次サプライヤーは,

１次サプライヤーの取引先数が増えるにつれ

て２次サプライヤーと取引関係にある割合が

増加する傾向がみられる｡ 他方, 日産系には

それがみられず, １次サプライヤーの取引先

数の増加に関係なく, ３割強の２次サプライ

ヤーが１次とのみ取引をしている点で特徴的

である｡

１次サプライヤー５社以上と取引関係にあ

るトヨタ系２次サプライヤーは, ２次サプラ

イヤーとも取引関係にある割合が他に比べて

高い｡ これはトヨタの自動車生産台数および

生産モデル数の多さなどによって, 日産系・

ホンダ系よりもサプライヤーシステムが垂直

方向と水平方向へ複雑に展開している結果で

はないかと思われる｡
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図16 日産系２次サプライヤーの１次・２次取引

図17 ホンダ系２次サプライヤーの１次・２次取引



４. リーマン・ショックへの対応

リーマン・ショックへの対応と海外展開を

検討する前に, 主要自動車メーカーの生産台

数を検討しておきたい (表３)｡ 別稿で論じ

たように４), 本調査の特徴のひとつはリーマ

ン・ショックやグローバル化への対応を設定

したことにあるので, リーマン・ショック前

である����年からの各社の生産台数と海外生
産比率を示した｡

まず, リーマン・ショックの影響を生産台

数の推移からみてみよう｡ ����年９月のリー
マン・ショックにより, 欧米の自動車市場は

大きく落ち込んだ５)｡ トヨタの国内生産台数

は, ����年から����年にかけて, 約���万台
から約���万台へと減少した｡ 海外生産台数
は, ����年から����年にかけて, 約���万台
から約���万台へ減少しており, グローバル
には約���万台の減少となっている｡ ホンダ
の国内生産台数は, ����年から約���万台程
度であったが, ����年から����年にかけて,
約���万台から約��万台へと減少した｡ ホン
ダの海外生産台数は, ����年から����年にか
けて, 約���万台から約���万台へわずかに減
少しており, グローバルな生産台数では約��
万台の減少であった｡ トヨタとホンダの����
年の国内生産台数は, ����年の国内生産台数
と比較すると, それぞれ, 約��％, 約��％ま
でしか回復しなかった｡ 日産の生産台数は,����年から����年にかけて国内生産台数がわ
ずかに減少したものの, トヨタやホンダと比

べ, 大きな減少はみられない｡ 本稿で分析す

る準備はないが, リーマン・ショックによる

マイナスの影響の程度は各社で異なるもので

あったのかもしれない｡

次に, 海外生産比率を確認しよう｡ ����年
から����年にかけた海外生産比率は, トヨタ
が����％から����％ (＋����％), 日産が����
％から����％ (＋����％), ホンダが����％か
ら����％ (＋����％) と推移した｡ ３社とも
海外生産比率が上昇したが, 海外生産比率の

水準は, 日産とホンダに比べ, トヨタが低か

った｡ 海外生産台数は, トヨタが約���万台
から約���万台へ, 日産が約���万台から約���
万台へ, ホンダが約���万台から約���万台へ
と増加した｡ 主要自動車メーカーは, リーマ

ン・ショックをひとつの契機に減少した国内

生産台数を維持する一方で, 海外生産を加速

させており, サプライヤーは, 自動車メーカ

ーの海外生産への対応を迫られているといえ

よう｡

それでは, リーマン・ショック後のサプラ

イヤーの対応や政策の支援を分析したい｡ 上

位３つの複数回答を得た設問を整理している

ため, 回答の合計値は���％を超えている｡
まず, サプライヤーの対応から検討したい

(図18)｡ 各メーカー系中小サプライヤーにお

いて最も回答企業数が多かったのは, 非正規

社員の削減であった｡ 正規社員の削減も多く

のサプライヤーが実施しており, リーマン・

ショックは主要メーカー系サプライヤーの雇

用に大きな影響を与えている｡ とりわけ, ホ

ンダ系において正規社員の削減が多かった｡

また, 各社とも, 既存設備の改善や新規設備

の導入, ��・��活動の実施にも力を入れ
ており, 不況を契機にして経営改善を進めた

ことが窺える｡ 僅差ではあるものの, セル生

産方式の実施はホンダ系にやや多く, 非量産

品を主力製品としているサプライヤーが多い

ことと関係しているのかもしれない｡

図19は, リーマン・ショック後において行

政からサプライヤーへなされた支援について

トヨタ・日産・ホンダ系サプライヤーシステムにおける中小自動車部品メーカーの特徴 ���

４) 遠山・清・自動車サプライヤーシステム研究
会 (����)｡
５) 『トヨタ自動車 ��年史』 第３部 第４章 第１
節 第３項, 第３部 第４章 第２節 第１項
( ���������������������������������������������������������), ����年２月７日閲
覧｡
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表３ 主要自動車メーカーの生産台数 (2005‒2013年)

トヨタ

年
国内生産� 海外生産� うち北米 うちアジア

合計�＋� 海外生産比率 (％)�／(�＋�)������������������������������������
���������������������������������������������������������������������������������

���������������������������������������������������������������������������������
������������������������������������������������������������������������

－

������������������������������������������������������������������������
－

���������������������������������������������������������������������������������
������������������������������������

日 産

年
国内生産� 海外生産� うち米国 うち中国

合計�＋� 海外生産比率 (％)�／(�＋�)������������������������������������
���������������������������������������������������������������������������������

���������������������������������������������������������������������������������
���������������������������������������������������������������

－
－���������������������������������������������������������

���������������������������������������������������������������������������������
������������������������������������

ホンダ

年
国内生産� 海外生産� うち北米 うちアジア

合計�＋� 海外生産比率 (％)�／(�＋�)������������������������������������
�����������������������������������������������������������������������

���������������������������������������������������������������������������������
���������������������������������������������������������������������������������

���������������������������������������������������������������������
���������������������������������������������������������������������������������

������������������������������������
(資料) トヨタ：トヨタ自動車株式会社�� (������������������������������������������������������), ����年
２月５日閲覧, 日産：日産自動車 『プロファイル』 各年版, ホンダ：本田技研工業株式会社�� (���������������������������������), ����年４月２日閲覧, より作成

(注) トヨタ自動車の生産台数は１月～��月の合計, 日産自動車の生産台数は各国の会計年度の合計, ホンダの生産台
数は４月～３月の合計｡ 上記資料より不明な数値は ｢－｣ とした｡
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図18 リーマン・ショック後の対応

図19 リーマン・ショック後における政策の支援



の回答である｡ 最も回答企業数が多かったの

は ｢特にない｣ であり, 各メーカー系中小サ

プライヤーにおいて５割を超えている｡ サプ

ライヤーへの支援内容をみてみると, どのメ

ーカー系においても, 債務保証を含む資金提

供, セミナー等による知識の提供が多かった｡

従業員教育支援はトヨタ系とホンダ系に多く,

工程改善支援は日産系に多い傾向にあった｡

各メーカー系の中小サプライヤーが直面し

ている問題点について, 図20から検討しよう｡

最大の問題点は, どのメーカー系においても

受注量の減少であった｡ とりわけ日産系にお

いては６割を超えており, トヨタ系とホンダ

系よりも��％ほど高い回答率となっている｡
トヨタ系においては, 受注単価の引き下げ,

受注先の生産縮小 (海外生産移転を含む) と

いう順で回答率が高く, 日産系とホンダ系に

おいては, 受注先の生産縮小 (海外生産移転

を含む), 受注単価の引き下げという順で回

答率が高かった｡ リーマン・ショック以降,

主要自動車メーカーは海外生産を中心に増産

傾向にあったが (表３), 大部分の中小サプ

ライヤーは需要の減少に直面しており, 海外

生産への対応にも困難を抱えていることが推

察される｡

５. 海外展開

震災以降の円高時に中小サプライヤーの海

外進出が騒がれるなかで実施された本アンケ

ート調査結果によれば, 膨大な中小部品企業

のうちの一部であるというのが実態である｡

回答事業所���のうち, すでに海外進出して
いるところが��, 計画中が��にすぎなかった｡
双方合わせて１割の中小サプライヤーが海外

展開している, あるいは意欲的という結果で

あった６)｡
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図20 現在直面している問題点

６) 一方, われわれの実施した１次サプライヤー
対象のアンケート調査 (����年実施) 結果によ



そのうち, 主要３社別に仕分けしたのが,

表４である｡ トヨタ系は進出企業が��, 計画
中が８でこれらを合計した海外展開企業が��,
全トヨタ系サプライヤーに占める比率は９％

となっている｡ 同様に日産系は進出企業��,
計画中６, 合計��, 比率����％, ホンダ系が
進出企業��, 計画中５, 合計��, 比率����％
であった｡ トヨタ系はサンプル数の多さもあ

って, 海外展開企業比率が全国平均なみであ

ったが, 日産系とホンダ系はトヨタ系に比べ

て中小サプライヤーの海外展開度合いが若干

高い数値結果となっている｡ それは, 前掲表

３でみた����年代以降における日産とホンダ
の国内生産の縮小と海外生産比率の上昇に符

合しているともいえる｡

他方で, 海外展開企業における経営指標の

平均値を出してみたところ, トヨタ系の売上

高は約��億円・従業員数約���人で, 日産系
約��億円・約��人, ホンダ系約��億円・約��
人に比べて規模が大きい｡ それぞれの階層別

サンプル数には大きな違いはなく, 海外展開

企業の過半以上が２次サプライヤーである７)｡

次に, 海外展開サプライヤー (進出あり,

計画中) の現地経営人材, 進出時のサポート,

進出地域とオペレーション状況を検討しよう｡

海外進出・計画にあたって中小サプライヤ

ーの多くが, 海外駐在人材を自社のなかから

登用するのが一般的で, その比率がもっとも

高いのはトヨタ系である (図21)｡ 次に多い

のが中途採用などで新たに確保するというケ
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れば, １次サプライヤーの８割が海外進出して
いる｡ 清 (����) を参照されたい｡

表４ 海外展開の状況

あり 計画中 合計 全体比 (％)

トヨタ系 �� � �� ���
日産系 �� � �� ����
ホンダ系 �� � �� ����
(資料) 表１に同じ｡

図21 海外進出サプライヤーの海外駐在人材 (複数回答)

７) 具体的には, トヨタ系では１次２社, ２次��
社, ３次以下７社で, 日産系は同様に２社, ��
社, ２社, ホンダ系は１次ゼロ, ２次��社, ３
次以下５社となっている｡



ースで, 日産系では��％, ホンダ系では��％
と３割程度にのぼり, トヨタ系の��％に比べ
て中途採用人材を活用している｡ これは, 前

述した経営規模の違いによるところが大きい

と思われる｡ 取引先からの人材支援がみられ

るのはホンダ系と日産系のみだが, その件数

はわずかである｡ さらに経営の現地化による

駐在廃止はトヨタ系とホンダ系で１社ずつ存

在するが, そのようなケースは調査時点にお

いては非常にまれなものとなっている｡

海外進出・計画において外部機関からサポ

ートを受けたかどうかについては, 受けたケ

ースと受けなかったケースがいずれの場合で

もほぼ半々という結果となっている (表５)｡

サポート先をみてみると, トヨタ系は金融機

関がもっとも多く, 次いで販売先・仕入れ先,

日本の公的機関の順となっている｡ 日産系で

も金融機関が最大で, 現地国の公的機関, 日

本の公的機関, 販売先が続いている｡ 唯一,

ホンダ系は特徴的で, サポートを受けた企業

の３分の２が販売先すなわち取引先の支援を

受けたと回答しており, 興味深い｡ 販売先以

外は, 仕入れ先と日本の公的機関がサポート

先である｡

サポートの内容も支援先の属性と相関して

いるのが明らかで, トヨタ系と日産系では資

金調達の支援の回答が多く, 次いで工場建設

の許認可取得や人的ネットワークの紹介, 販

路開拓支援となっている｡ ホンダ系は販売先

支援の多さと関連して, 販路開拓支援と人的

ネットワークの紹介がともに同率で高い回答

率となっている｡ こうしてみると, 本アンケ

ート回答結果に限れば, ホンダ系２次サプラ

イヤーがもっとも取引先 (１次サプライヤー)

のサポートを受けて海外展開を図っている印

象が浮かび上がってくる｡

次に, 海外進出サプライヤーのオペレーシ

ョン状況 (計画含む) を進出地域, 進出形態,

進出時期, 主たる進出理由, 現地の販売先に

ついてまとめたのが表６である｡

進出地域はいずれのメーカー系サプライヤ

ーともに, 中国と�����への進出件数が
拮抗する状況で, トヨタ系と日産系では欧米

拠点の回答を得られたが, ホンダ系は北米の

みで欧州拠点の回答は皆無であった｡ 進出時

期をみてみると, 一部に����年代までの拠点
進出を確認できるが, 多くの場合は����年代
および����年代での進出の多さが目立ってい
る｡ とりわけトヨタ系サプライヤーが����年
代に�����地域へ集中的に進出しており８),

日産でも同様の傾向を看取することができ

る９)｡
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８) こうした背景には, トヨタ系大手サプライヤ
ーによる ｢深層現調化｣ なども影響していると
思われる (野村 (����) 参照)｡
９) これ以前からのアジアにおける日本自動車部
品産業の俯瞰的な展開については, 小林 (����)
を参照されたい｡

表５ 海外進出時のサポートの有無および内容

トヨタ系 日産系 ホンダ系

サポートを受けたか 受けた��, 受けない�� 受けた７, 受けない７ 受けた９, 受けない８

サポート先 取引金融機関３
販売先２
仕入れ先２
日本の公的機関１

取引金融機関３
現地国の公的機関２
日本の公的機関１
販売先１

販売先６
仕入れ先１
日本の公的機関１

サポート内容 資金調達３
工場建設の許認可取得２
人的ネットワークの紹介２
販路開拓支援１

資金調達２
販路開拓支援１
工場建設の許認可取得１
人的ネットワークの紹介１

販路開拓支援３
人的ネットワークの紹介３
工場建設の許認可取得１

(資料) 表１に同じ｡



主たる進出理由を地域別でみてみると, 中

国ではコスト削減と取引先による要請という

回答が目立ち, 一方で�����では市場獲
得が理由の筆頭にあげられている｡ トヨタ系

トヨタ・日産・ホンダ系サプライヤーシステムにおける中小自動車部品メーカーの特徴 ���
表６ 海外進出サプライヤーのオペレーション状況 (計画含む)

拠点数
進出形態
(複数回答可)

最初の
進出時期

主たる
進出理由

販売先
(複数回答可)

トヨタ系

中国：�� 合弁：�
単独：�� ����年代：�����年代：�����年代：� コスト削減：�

市場獲得：�
取引先要請：� 現地日系：��

現地欧米系：�
現地民族系：�
第三国輸出：�
対日輸出：������：�� 合弁：�

単独：�
技術提携：� ����年代：�����年代：�� コスト削減：�

市場獲得：�
取引先要請：� 現地日系：��

現地民族系：�
第三国輸出：�
対日輸出：�

北米：� 単独：� ����年代：�����年代：�����年代：� 市場獲得：�
取引先要請：� 現地日系：�

現地欧米系：�
欧州：� ？ ����年代：� その他：� ？

日産系

中国：� 合弁：�
単独：�
技術提携：� ����年代：�����年代：�����年代：� コスト削減：�

市場獲得：�
取引先要請：� 現地日系：�

現地欧米系：�
現地民族系：�
第三国輸出：�
対日輸出：������：�� 合弁：�

単独：�
技術提携：� ����年代：�����年代：�����年代：� コスト削減：�

市場獲得：�
取引先要請：� 現地日系：�

現地欧米系：�
現地民族系：�
第三国輸出：�
対日輸出：�

北米：� 合弁：� ����年代：� 取引先要請：� 現地日系：�
欧州：� ？ ����年代：� 市場獲得：� 現地日系：�

現地欧米系：�
ホンダ系

中国：� 合弁：�
単独：�
技術提携：� ����年代：�����年代：�����年代：� コスト削減：�

市場獲得：�
取引先要請：� 現地日系：�

現地民族系：�
第三国輸出：�
対日輸出：������：� 合弁：�

単独：�
技術提携：� ����年代：�����年代：�����年代：�����年代：� コスト削減：�

市場獲得：�
取引先要請：� 現地日系：�

第三国輸出：�
対日輸出：�

北米：� 合弁：� ����年代：�����年代：� 市場獲得：� 現地日系：�
現地欧米系：�

(資料) 表１に同じ｡



の場合, �����地域拠点の進出における取
引先要請の回答数が市場獲得とほぼ同じ高さ

となっている点が特徴的である｡ 現地拠点の

販売先は, いずれの地域においても現地日系

への納入が最大の回答結果となっており, 日

系１次サプライヤーが最大の取引先であると

推測される��)｡ それ以外には, 一部に対日輸
出や第三国輸出が行われているが, 大々的に

行われているとはいえない｡

こうした海外展開サプライヤーの経営状態

は, メーカー別および全体傾向と比較して特

徴的なことがいえるだろうか｡ 本アンケート

調査ではリーマン・ショック時と比べて����
年 (あるいは����年決算) までの５年間で,
売上高や従業員数, 受注単価などの経営動向

について回答を得ている��)｡ ここでは, トヨ
タ系・日産系・ホンダ系に加えて, それ以外

を主要取引先と回答した海外進出サプライヤ

ー群��) と全体平均のデータを比較して, 特徴

的な結果が得られた経営動向指標のみを取り

上げてみよう｡

売上高の動向には大きな違いがみられなか

ったが, 営業利益の動向 (増減) にはメーカ

ー別に大きな差が生じていた (図22)｡ ホン

ダ系と日産系の海外進出サプライヤーは営業

利益が増加した割合が全国平均より高い一方

で, トヨタ系はそれを下回っている｡ しかし,

トヨタ系は営業利益が不変という回答が３分

の２で他を圧倒して安定しており, また, 営

業利益が減少したという回答ももっとも低い｡

逆に, 主要３社以外を主要取引先とするその

他の海外進出サプライヤーは営業利益が減少

したという企業が３分の２に相当する｡

一方, リーマン・ショック以後の受注単価

の変化については (図23), 主要３社の海外

進出サプライヤーのほぼ８割が ｢下落した｣

と回答しており, それ以外を主要取引先とし

ているその他の海外進出サプライヤーに比べ

て厳しい単価下落圧力にさらされている��)｡
しかしながら, グローバル展開を強力に推

し進めているトヨタ, 日産, ホンダの１次サ
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��) 進出先で日系以外の欧米系や現地 (地場) メ
ーカーへ納入開拓に成功している事例紹介では,
日本政策金融公庫総合研究所 (����) が参考に
なる｡��) 遠山・清・自動車サプライヤーシステム研究
会 (����), 遠山・清・菊池・自動車サプライ
ヤーシステム研究会 (����) を参照のこと｡��) 主要３社以外を主な取引先とする海外進出サ

図22 営業利益の動向 (2007年比)

プライヤー (進出あり, 計画中) は, ��社を数
える｡��) 受注数量については, 全面的に６割程度が
｢減少｣ と回答している｡



プライヤーを主要顧客とする中小海外進出サ

プライヤーは, 海外市場での系列外取引を広

げるチャンスに直面している｡ その結果, 海

外での受注に起因した国内における新しい取

引関係の形成が, われわれの海外調査 (アメ

リカ, タイ, インドネシア, メキシコなど)

において看取された｡ それを裏付けるデータ

が図24である｡ トヨタ系, ホンダ系を筆頭に,
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図23 受注単価の動向 (2007年比)

図24 販売先数の動向 (2007年比)

図25 海外売上比率の動向 (2007年比)



日産系および主要３社以外の海外進出サプラ

イヤーの販売先数 ｢増加｣ 傾向は, 全体平均

に比べて��％以上の差を付けている｡ 販売先
が減少したという回答企業ももちろん存在す

るが, 海外進出サプライヤーはいずれも全体

平均に比べるとその回答比率は低い｡

そして最後に, 海外売上比率の動向をみて

みよう (図25)｡ トヨタ系の��％, 日産系の��％, ホンダ系の��％に相当する海外進出サ
プライヤーが海外売上高の増加を回答してい

る｡ 主要３社のなかでは ｢増加｣ 比率がもっ

とも低いホンダ系だが, ｢減少｣ 回答の企業

がゼロであった｡

リーマン・ショック後の厳しい経営環境に

おいて, 主要３社の海外進出サプライヤーは

売上減と受注単価引き下げの圧力にみまわれ

ながらも, 海外販売比率を高め, 取引先数を

増やしていることが判明した｡

おわりに

本稿は, 全国の中小自動車部品サプライヤ

ーを対象としたアンケート調査を利用し, 主

要自動車メーカー別に検討を加えた｡ アンケ

ートの回収率は必ずしも十分ではないが, 管

見の限り, 主要自動車メーカー系別に中小サ

プライヤーを大量に観察した研究は行われて

こなかった｡ そのため本稿は, トヨタ系・日

産系・ホンダ系の中小サプライヤーの特徴を

整理することで, 研究史の空白を埋めるとと

もに, サプライヤーシステムの下位構造に踏

み込んだ研究をするためのひとつの出発点を

示したものであると考えている｡ 各自動車メ

ーカーのグローバルな生産や購買と関連付け

たサプライヤーの経営展開の追究, 特定のサ

プライヤーの視点に立った事例分析, 円高か

ら円安に転換して以後のサプライヤーの国内

戦略・グローバル対応など, 様々な研究の展

開が期待される｡

[付記] アンケート調査の回答企業, 研究

会メンバーに記して感謝の意をあらわしたい｡

すべての文責は, 筆者らにある｡ なお, 本稿

は科学研究費補助金基盤研究Ａ (研究代表者：

清�一郎, 課題番号��������) の成果の一部
である｡
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